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研究主題 

―副主題― 

特別支援学校高等部卒業生の離職事由分析をもとにした 

今後の教育に資する一考察 

―軽度知的障害の生徒を中心に― 

所属校 都立羽村特別支援学校 派遣先 帝京大学教職大学院 

 

項 目 内 容 

Ⅰ 研究の目的 近年、知的障害特別支援学校高等部生徒の増加傾向は続いているが、中でも軽度知的障

害の生徒への対応は大きな課題となりつつある。中でも中学校から進学してきた比較的知

的障害の程度が軽い生徒(以下、軽度知的障害という)は社会参加形態として企業等への就

労を目指しているケースも多い。しかし中には、就労後様々な事由により離職してしまう

ケースも散見される。それらの要因として様々な事由が考えられるが、高等部段階で指導

内容を工夫し、もっと離職防止につながる指導はできないものだろうか。そこで、本研究

では、離職を防ぐために軽度知的障害児の高等部段階での指導内容を明らかにするため、

離職事由を考察したい。 

したがって、本研究の目的を以下の三点に挙げる。 

１ 軽度知的障害卒業生の離職事由を調査する。 

２ 高等部における指導の特色と離職事由の関連性を調べる。 

３ 以上の調査内容から、今後の軽度知的障害生徒の教育活動について考察する。 

Ⅱ 研究の方法 知的障害の程度が比較的軽く、企業就労可能な能力を有する者を本論文では「軽度知的

障害者」とし、以下の方法で調査を行う。 

１ 就労環境が類似した近隣地域の知的障害特別支援学校のうち、高等部に軽度知的障害

者が在籍し、入学前に選抜試験等のない学校を数校、抽出する。 

２ 各学校の高等部で企業就労した卒業生のうち、過去五年間の離職経験者の数とその事

由について調査を行う。 

３ 各学校の離職事由、教育活動を比較検討する。 

４ 調査結果と先行研究文献等を参考にし、今後の軽度知的障害教育について考察する。 

Ⅲ 研究の結果  調査対象とした３校の特徴を比較検討した。２校は比較的規模の大きな知的障害単独校

であり、残り１校は知肢併設校で、行事等は併設の肢体不自由部門の児童・生徒と合同で

行う等が特色として挙げられた。 

離職した卒業生の状況を３例の事例を取り上げて検討した。その結果、離職の要因とし

て「自己肯定感の低さ」、「人間関係を学ぶ機会の乏しさ」、「基本的生活習慣や金銭管理の

未成熟」などがあるのではないかと考えられ、これらが高等部段階で十分育成できなかっ

たことが反省点としてあげられた。 

次に各校の離職した卒業生の離職事由データを分析すると、対象３校全てに共通する傾

向として、「就労意欲の不足」に関わる離職事由が最も多い事が明らかになった。 
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図１ 職場を離職した事由の人数(３校合計) 

対象校３校の離職事由データのうち、人間関係の課題が見られないある学校では、 

１ 互いに学び合い成長し合う雰囲気がある。 

２ 行事その他で児童生徒を交流させることにより、異なる障害種の人との共存を理解し、

自己の障害受容につながっていることが推察される。 

３ 課題解決型の授業が多く、生徒たちにある程度責任をもたせる学習場面が多い。それ

らの活動から将来の人間関係の疑似体験を学べるのではないかと考えられる。他校では、

「精神面の健康」、「生活リズムの安定等」に関わる教育活動の特徴として、「目標設定と

振り返り活動」を行っていた。この取組で、生徒たちは「自己管理能力」を身に付け、

基本的生活習慣の確立に役立っているのではないかと考えられた。 

Ⅳ 考察 この研究では調査期間の不足からデータが少なく、客観性に欠けるが、筆者が調査した

範囲で考察した、今後の軽度知的障害教育に取り入れてはと考える改善案を以下に挙げる。 

１ 軽度知的障害児の教育活動 

(１)「人間関係形成能力」に関わる教育活動 

一つの考え方として、例えば異なる障害種の児童・生徒が交流を図る事や、生徒同士が

本音で語り合える環境を意図的に作ること、生徒に責任をもたせ、生徒同士で課題解決に

向かう活動を取り入れることなどが生徒の人間関係能力の伸長につながると考えられるた

め、これらの教育活動への導入を検討してはどうだろうか。 

(２)「基本的生活習慣」、「精神面の健康」に関わる教育活動の提案 

自ら目標を決め、その努力の『振り返り』を行う教育活動が、生徒の自己肯定感を高め、

精神面の健康を維持できると考えた。この教育活動を更に進めてはどうだろうか。 

２ 「就労意欲」に関わる教育 

今回調査した範囲では、離職事由に「就労意欲が乏しい」という卒業生が多かった。そ

こで、社会自立を目指す指導の中で、高等部でどのように就労意欲を育成するかを検討す

る必要があると考えた。これら就労意欲に関する教育は、家庭や小・中学校とも連携して

育成していく必要性を感じた。一案として、特別支援学校のセンター的機能を活用しても

らいながら、地域の小・中学校と連携し、系統性のあるキャリア教育を模索する必要があ

るのではないだろうか。さらに、離職データとその傾向は、個々の卒業生のプライバシー

を十分配慮した上で学校内の教員同士で重要な指導情報として共有し、授業計画の再検討

に活用する事が大切なのではないかと考える。 

 


